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医政発０３２９第４８号

平成３１年３月２９日

各 都道府県知事 殿

厚生労働省医政局長

（ 公 印 省 略 ）

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための

関係法律の整備に関する法律の施行に伴う保健師助産師看護師法

施行規則の一部改正及び保健師助産師看護師法に基づく指定試験

機関に関する省令の制定について

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備

に関する法律（平成30年法律第66号。以下「改正法」という。）については、平成

30年6月27日に公布され、これに伴い保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203

号）の一部が改正され、平成31年４月１日から施行することとされたところです。

今般、改正法の施行に伴い、保健師助産師看護師法施行規則の一部を改正する省

令（平成31年厚生労働省令第24号）及び保健師助産師看護師法に基づく指定試験機

関に関する省令（平成31年厚生労働省令第25号。以下「指定試験機関省令」とい

う。）が平成31年３月18日に公布され、平成31年４月１日から施行することとされ

ました。

これらの改正の趣旨、内容等については下記のとおりですので、御了知の上、貴

管内市町村、関係団体、関係機関等に周知徹底を図るとともに、その事務の運営に

遺漏なきよう、お願いいたします。

記

第一 改正の概要

改正法により改正される保健師助産師看護師法（以下「新保助看法」とい

う。）に基づき、准看護師試験の実施に関する事務を行う指定試験機関（以下

「指定試験機関」という。）について、指定の申請、役員の選任及び解任その

他必要な事項を定めるものである。
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第二 保健師助産師看護師法施行規則の一部を改正する省令の内容

准看護師試験を受けようとする者は、受験願書に必要な書類を添えて、受験

地の都道府県知事に提出しなければならないとされているところ、指定試験機

関が受験申請書の受理に関する事務を行う場合にあっては、当該指定試験機関

に提出しなければならないこと（保健師助産師看護師法施行規則第27条関係）。

第三 保健師助産師看護師法に基づく指定試験機関に関する省令の内容

（１）都道府県知事は、指定試験機関に准看護師試験の実施に関する事務（以下

「試験事務」という。）の全部又は一部を行わせようとするときは、指定試

験機関に行わせる試験事務の範囲を定めること（指定試験機関省令第１条関

係）。

（２）指定試験機関の指定は、試験事務を行おうとする者の申請により行うこと

（指定試験機関省令第２条第１項関係）。

（３）都道府県知事は、指定試験機関省令第２条第１項の申請が次の要件を満た

していると認めるときでなければ、指定試験機関の指定をしてはならないこ

ととすること（指定試験機関省令第２条第２項関係）。

① 職員、設備、試験事務の実施の方法その他の事項についての試験事務の

実施に関する計画が、試験事務の適正かつ確実な実施のために適切なもの

であること。

② 上記の試験事務の実施に関する計画の適正かつ確実な実施に必要な経理

的及び技術的な基礎を有するものであること。

（４）都道府県知事は、指定試験機関省令第２条第１項の申請が次のいずれかに

該当するときは、指定試験機関の指定をしてはならないこと（指定試験機関

省令第２条第３項関係）。

① 申請者が、一般社団法人又は一般財団法人以外の者であること。

② 申請者が、その行う試験事務以外の業務により試験事務を公正に実施す

ることができないおそれがあること。

③ 申請者が、新保助看法第27条の11により指定を取り消され、その取消し

の日から起算して２年を経過しない者であること。

④ 申請者の役員のうちに、次のいずれかに該当する者があること。

（ア）新保助看法（新保助看法に基づく命令又は処分を含む。）に違反し

て、刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなく

なった日から起算して２年を経過しない者

（イ）新保助看法第27条の２第２項の命令により解任され、その解任の日

から起算して２年を経過しない者
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（５）指定試験機関の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申

請書を都道府県知事に提出しなければならない（指定試験機関省令第３条第

１項関係）。

① 名称及び主たる事務所の所在地

② 試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

③ 試験事務のうち、行おうとするものの範囲

④ 試験事務を開始しようとする年月日

（６）指定試験機関省令第３条第１項の申請書には、次に掲げる書類を添えなけ

ればならないこと（指定試験機関省令第３条第２項関係）。

① 定款及び登記事項証明書

② 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度の貸借対照表及び当該事業

年度末の財産目録（申請の日を含む事業年度に設立された法人にあっては、

その設立時における財産目録）

③ 申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支

予算書

④ 指定の申請に関する意思の決定を証する書類

⑤ 役員の氏名及び略歴を記載した書類

⑥ 現に行っている業務の概要を記載した書類

⑦ 試験事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

⑧ 指定試験機関省令第２条第３項第４号に該当しない旨の役員の申述書

（７）指定試験機関は、その名称若しくは主たる事務所の所在地又は試験事務を

行う事務所の名称若しくは所在地に変更を生じたときは、次に掲げる事項を

記載した届出書を都道府県知事に提出しなければならないこと（指定試験機

関省令第４条第１項関係）。

① 変更後の指定試験機関の名称若しくは主たる事務所の所在地又は試験事

務を行う事務所の名称若しくは所在地

② 変更を生じた年月日

③ 変更の理由

（８） 指定試験機関は、試験事務を行う事務所を新設し、又は廃止したときは、

次に掲げる事項を記載した届出書を都道府県知事に提出しなければならない

こと（指定試験機関省令第４条第２項関係）。

① 新設し、又は廃止した事務所の名称及び所在地

② 新設し、又は廃止した事務所において試験事務を開始し、又は廃止した

年月日

③ 新設又は廃止の理由

（９）指定試験機関は、新保助看法第27条の２第１項の規定により認可を受けよ



- 4 -

うとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出し

なければならないこと（指定試験機関省令第５条第１項関係）。

① 選任に係る役員の氏名及び略歴又は解任に係る役員の氏名

② 選任又は解任の理由

（10）指定試験機関省令第５条第１項の申請書（選任に係るものに限る。）には、

当該選任に係る者の同令第２条第３項第４号に該当しない旨の申述書を添え

なければならないこと（指定試験機関省令第５条第２項関係）。

（11）指定試験機関は、新保助看法第27条の３第１項前段の規定により認可を受

けようとするときは、その旨を記載した申請書に事業計画書及び収支予算書

を添え、これを都道府県知事に提出しなければならない（指定試験機関省令

第６条第１項関係）。

（12）指定試験機関は、新保助看法第27条の３第１項後段の規定により認可を受

けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提

出しなければならないこと（指定試験機関省令第６条第２項関係）。

① 変更しようとする事項

② 変更しようとする年月日

③ 変更の理由

（13）指定試験機関は、新保助看法第27条の４第１項前段の規定により認可を受

けようとするときは、その旨を記載した申請書に同項の試験事務規程を添え、

これを都道府県知事に提出しなければならないこと（指定試験機関省令第７

条第１項関係）。

（14）指定試験機関は、新保助看法第27条の４第１項後段の規定により認可を受

けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提

出しなければならないこと（指定試験機関省令第７条第２項関係）。

① 変更しようとする事項

② 変更しようとする年月日

③ 変更の理由

（15）新保助看法第27条の４第２項の厚生労働省令で定める事項は、次のとおり

とすること（指定試験機関省令第８条関係）。

① 試験事務の実施の方法に関する事項

② 受験手数料の収納の方法に関する事項

③ 新保助看法第27条の５第１項に規定する試験委員（以下「試験委員」と

いう。）の選任及び解任に関する事項

④ 試験事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

⑤ 試験事務に関する帳簿（以下単に「帳簿」という。）及び書類の管理に

関する事項
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⑥ その他試験事務の実施に関し必要な事項

（16）新保助看法第27条の５第２項の厚生労働省令で定める要件は、准看護師試

験を行うについて必要な学識経験のある者として都道府県知事が認めるもの

であること（指定試験機関省令第９条関係）。

（17）指定試験機関は、新保助看法第27条の５第３項の規定により準用する新保

助看法第27条の２第１項の規定により認可を受けようとするときは、次に掲

げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなければならないこと

（指定試験機関省令第10条関係）。

① 選任に係る試験委員の氏名及び略歴又は変更に係る試験委員の氏名

② 選任又は変更の理由

（18）指定試験機関は、准看護師試験を実施したときは、遅滞なく、次に掲げる

事項を記載した報告書を都道府県知事に提出しなければならないこと（指定

試験機関省令第11条第１項関係）。

① 試験実施年月日

② 試験地

③ 受験申請者数

④ 受験者数

（19）指定試験機関省令第11条第１項の報告書には、受験者の受験番号、氏名、

生年月日、住所及び試験の成績を記載した受験者一覧表を添えなければなら

ないこと（指定試験機関省令第11条第２項関係）。

（20）指定試験機関は、准看護師試験を実施したときは、試験実施年月日、試験

地、受験者の受験番号、氏名、生年月日、住所、試験の成績及び合否の別を

記載した帳簿を作成し、試験事務を廃止するまで保存しなければならない

（指定試験機関省令第12条関係）。

（21）指定試験機関は、新保助看法第27条の10の規定により許可を受けようとす

るときは、次に掲げる事項を記載した申請書を都道府県知事に提出しなけれ

ばならないこと（指定試験機関省令第13条関係）。

① 休止し、又は廃止しようとする試験事務の範囲

② 休止し、又は廃止しようとする年月日及び休止しようとする場合にあっ

ては、その期間

③ 休止又は廃止の理由

（22）新保助看法第27条の11第１項に規定する厚生労働省令で定める場合は、指

定試験機関省令第２条第３項第２号又は第４号のいずれかに該当するに至っ

たときとすること（指定試験機関省令第14条第１項関係）。

（23）新保助看法第27条の11第２項に規定する厚生労働省令で定める場合は、次

のとおりとすること（指定試験機関省令第14条第２項関係）。
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① 指定試験機関省令第２条第２項各号の要件を満たさなくなったと認めら

れるとき。

② 新保助看法第27条の２第２項（新保助看法第27条の５第３項において準

用する場合を含む。）、新保助看法第27条の４第３項又は新保助看法第27

条の８の規定による命令に違反したとき。

③ 新保助看法第27条の３、新保助看法第27条の５第１項若しくは第２項又

は新保助看法第27条の10の規定に違反したとき。

④ 新保助看法第27条の４第１項の認可を受けた試験事務規程によらないで

試験事務を行ったとき。

⑤ 新保助看法第27条の12第１項の条件に違反したとき。

（24）指定試験機関は、新保助看法第27条の14の規定により都道府県知事が試験

事務の全部若しくは一部を自ら行う場合には、次に掲げる事項を行わなけれ

ばならないこと（指定試験機関省令第15条関係）。

① 試験事務を都道府県知事に引き継ぐこと。

② 帳簿及び試験事務に関する書類を都道府県知事に引き継ぐこと。

③ その他都道府県知事が必要と認める事項

第四 施行期日

平成31年４月１日


